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第２回最賃審議会意見陳述 

新潟県労働組合総連合  

議長 寺崎 洋子 

 中央最低賃金審議会では６月に臨時審議会を開き、改定審議の開始に先立ちまとめをしていま

す。２５年度最低賃金改定で３９道府県が中央の目安額を上回る答申を行ったことについて、そ

の背景に「近隣県との競争意識」や「最下位回避の意識」があったとの認識を示すとともに、「地

方最低賃金審議会の決定が地域の実態と乖離した引上げ額を導き出すことは適切ではない」とし

ました。このことは中央審議会が一律に目安額に沿った審議を地方最低賃金審議会に求め、目安

額を大きく上回る答申を行うことを抑えるようなメッセージとして受け止められかねないもので

す。新潟地方最賃審議会におきましては自主的・主体的な判断を萎縮させることのないよう審議

を求めるものです。 

 

骨太方針２０２６が閣議決定されました。賃上げ環境整備については、骨太方針２０２５で掲

げられた「２０年代に全国平均１，５００円」の目標を「２０３０年代前半できる限り早期に全

国平均１,５００円を達成する」と先送り、後退させるとともに、「賃上げは単なる分配ではな

く」と位置づけ、労働者や中小企業経営者に対して「稼ぐ力」を強化せよと自助努力を強いるも

のになっています。 

１９８５年労働者派遣法制定以降、今や非正規雇用労働者は、２０００万人を超え、現在は労

働者全体の３５から４０％弱にのぼっています。年収２００万円以下の労働者が全体の２０％を

恒常的に占めるようになり、世界的にも賃金が上がらない国といわれています。円安が続き、物

価高騰が長期化するなか、賃金の引き上げは物価上昇に追いつかず、実質賃金は４年連続で低下

しています。非正規・正規労働者を問わず、最低賃金近傍で働く労働者からは、食費や光熱費を

切り詰め、受診を控え、必要な支出さえ抑えざるを得ない実態が寄せられています。１日８時

間、週５日も働いている人が、普通に暮らせないことの方がおかしいと思います。 

7 月に厚労省が公表した国民生活基礎調査によると、生活が「苦しい」と感じる世帯は５５.

４％にのぼり、子どもがいる世帯で「苦しい」と回答したのは６１.５％、母子世帯では８２.

１％にのぼりました。私の後に意見を述べる介護労働者、自治体の非正規労働者は圧倒的に女性

が占めています。彼女らの生活実態、またアルバイトで学業を続ける学生たちの暮らしに耳を傾

けていただきたい。 

 

最低賃金法第９条は、生計費、賃金および通常の事業の賃金支払能力を考慮して最低賃金を決

定することを求めています。しかし、最も重視されるべき生計費の実態について十分に踏み込ま

ないままにきました。 

新潟県労連は、昨年、最低生計費試算調査（文化的な生活を営むことが可能な最低時給）を発

表しました。時給に換算すると２５歳男子（東区）１８３７円必要であるとの結果です。 

上部団体の全労連では１０年来各県で最低生計費試算調査を行っています。各県の最新の結果

にもありますように月収は２７万～２９万円必要であるとの結果がでています。フルタイム（月

150 時間）で働くとして、若者が自立し人間らしく生活するための最低必要な生計費は、時給で
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１,７００円～１,９００円であることが明らかになっています。さらに、全国どこでも同様の賃

金がなければ人間らしい生活はできないとの結論です。 

静岡県立大学短期大学部の中澤秀一准教授は、２０２２年以降の物価高騰によって最低生計費が

急激に上昇しているとした上で、「収入が最低生計費のラインを下回ると、生活の楽しみや生きが

いを制限せざるを得なくなる。頑張って働けば一定の生活ができ、希望する人が安心して家庭を

持てるよう、所得を底上げしていく対策が必要だ」と話しています。新潟で結婚して、子どもを

育て、安心して老後を暮せる賃金が必要です。 

私たちは、１０年後に１５００円ではなく、『今すぐ１,７００円、めざせ２,０００円』という

要求目標を掲げています。 

最賃の引き上げに伴う中小企業の負担を、国や県に直接支援を求めます。 

 私たちは最低生計費試算調査結果をふまえ、労使代表双方の議論が十分行われますよう願って

おります。 

 

 最後に、６月３０日に労働局長と審議会会長に提出いたしました「最低賃金に関わる要請書」

を是非審議していただきますようよろしくお願いします。 
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